
－ ２５ －

貸 借 対 照 表
（単位　百万円）

増 減 金 額
前　　　　 期

（平成１５年２月２０日現在）
当　　　　 期

（平成１６年２月２０日現在）
期　別　

　科　目 構成比金　　　 額構成比金　　　 額

△ ２，４９１
３

２１８
△ 　　０

７０８
△　　１４
△ 　　５

１６０
△ 　６８８

２５
△　　 ５
△　　５７

２

６，８１２
－
３１４
１４９

７，４３９
８４
２８
７１０
７３８

１，０８６
１６
９２

△　　 ３

４，３２１
３

５３３
１４９

８，１４７
６９
２２
８７１
５０

１，１１２
１０
３４

△　　 １

　 　（資　産　の　部）
�　流　動　資　産
 １．  現 金 及 び 預 金
 ２．  受 取 手 形
 ３．  売 掛 金
 ４．  有 価 証 券
 ５．  商 品
 ６．  前 渡 金
 ７．  前 払 費 用
 ８．  繰 延 税 金 資 産
 ９．  関係会社短期貸付金
 １０．  未 収 入 金
 １１．  立 替 金
 １２．  そ の 他
 　   貸 倒 引 当 金

△ ２，１４４

２９５
３７

△　　４８
△　　 ４

５０７
３，２８４

△ １，２８１

１４．７１７，４７０

３９，０７０
３，２００
４１７
３４

１，４２２
２５，５４６
１，４２７

１２．８１５，３２５

３９，３６５
３，２３７
３６９
２９

１，９２９
２８，８３０
１４６

   流 動 資 産 合 計
�　固　定　資　産
　（１）  有 形 固 定 資 産
 １．  建 物
 ２．  構 築 物
 ３．  機 械 及 び 装 置
 ４．  車 両 及 び 運 搬 具
 ５．  器 具 及 び 備 品
 ６．  土 地
 ７．  建 設 仮 勘 定

２，７８８

△　　 ２
３０７
４４７
１５８

６０．０７１，１１９

２
３，０８４
３７４
４４４

６１．８７３，９０８

－
３，３９２
８２２
６０２

   有形固定資産合計
　（２）  無 形 固 定 資 産
 １．  営 業 権
 ２．  借 地 権
 ３．  ソ フ ト ウ ェ ア
 ４．  そ の 他

９１２

４７０
２１２
０
－
２

１７０
△　 ４７６

－
△　 ７００
△　 １８６

６８
△　　 １

３．３３，９０５

１，６２５
２，１２０

１
７
６

８６３
８５９
９７３

１９，３６９
２６３
１２８

△　 １３４

４．０４，８１７

２，０９６
２，３３３

１
７
９

１，０３３
３８３
９７３

１８，６６８
７６
１９７

△　 １３５

   無形固定資産合計
　（３）  投資その他の資産
 １．  投 資 有 価 証 券
 ２．  関 係 会 社 株 式
　　３．  出 資 金
 ４．  関 係 会 社 出 資 金
 ５．  長 期 貸 付 金
 ６．  長 期 前 払 費 用
 ７．  繰 延 税 金 資 産
 ８．  投 資 不 動 産
 ９．  差 入 保 証 金
 １０．  店 舗 賃 借 仮 勘 定
 １１．  そ の 他
 　   貸 倒 引 当 金

△　 ４３８２２．０２６，０８５２１．４２５，６４６   投資その他の資産合計
３，２６１８５．３１０１，１１０８７．２１０４，３７２   固 定 資 産 合 計
１，１１７１００．０１１８，５８１１００．０１１９，６９８資 産 合 計

％　％　 　



－ ２６ －

増 減 金 額
前　　　　 期

（平成１５年２月２０日現在）
当　　　　 期

（平成１６年２月２０日現在）
期　別　

　科　目 構成比金　　　 額構成比金　　　 額

５７１
△　 ７８０
△　 ３６９
１，００６
３０６

△　 １１２
△　 １７１
△　 １２６
△　　９９
△　 １２７

９，２４７
１５，４２０
４，１９７
３，６９２
２，５１４
１，５００
４２０
４４５

１，０７５
１，６６９

９，８１８
１４，６４０
３，８２８
４，６９８
２，８２１
１，３８８
２４９
３１８
９７５

１，５４１

　 　（負　債　の　部）

�　流　動　負　債
 １． 買 掛 金
 ２． 短 期 借 入 金
 ３． 一年以内返済予定長期借入金
 ４． 未 払 金
 ５． 未 払 費 用
 ６． 未 払 法 人 税 等
 ７． 未 払 消 費 税 等
 ８． 預 り 金
 ９． 設備関係支払手形
 １０． そ の 他

９５

△　 １２８
△　 　１
△ ２，５４３
△ 　 ３１

２００
△ 　１１４

８６８

３３．９４０，１８４

９，９５５
１１

３，４７３
２７０
－

７，３８３
－

３３．６４０，２８０

９，８２７
１０
９２９
２３９
２００

７，２６９
８６８

   流 動 負 債 合 計

�　固　定　負　債
 １． 長 期 借 入 金
 ２． 関係会社長期借入金
 ３． 退 職 給 付 引 当 金
 ４． 役員退職慰労引当金
 ５． 債務保証損失引当金
 ６． 預 り 保 証 金
 ７． 長 期 未 払 金

△ １，７５０１７．８２１，０９５１６．２１９，３４４   固 定 負 債 合 計

△ １，６５４５１．７６１，２７９４９．８５９，６２４負 債 合 計

－

－

１１．９１４，１１７

１４，０２７

１１．８１４，１１７

１４，０２７

　 　（資　本　の　部）
�　資　　本　　金
�　 資 本 剰 余 金
 １． 資 本 準 備 金

－

－
３

３，１１６

１１．８１４，０２７

１，３１４
２２，９８７
６，３９２

１１．７１４，０２７

１，３１４
２２，９９０
９，５０８

   資 本 剰 余 金 合 計

�　 利 益 剰 余 金

 １． 利 益 準 備 金
 ２． 任 意 積 立 金
 ３． 当 期 未 処 分 利 益

３，１１９

１６０

２５．９

△０．０

３０，６９５

△　　 ７
２８．３

０．１

３３，８１４

１５３

   利 益 剰 余 金 合 計

�　その他有価証券評価差額金
△　 ５０８△１．３△ １，５３０△１．７△ ２，０３９�　自　己　株　式
２，７７２４８．３５７，３０１５０．２６０，０７３資 本 合 計

１，１１７１００．０１１８，５８１１００．０１１９，６９８負 債 及 び 資 本 合 計

％　％　 　

（単位　百万円）



－ ２７ －

前期
対比増 減 金 額

前　　　　 期
自　平成１４年２月２１日（ ）至　平成１５年２月２０日

当　　　　 期
自　平成１５年２月２１日（ ）至　平成１６年２月２０日

期　別　

　科　目 百分比金　　　 額百分比金　　　 額

１０１．７

１０１．３
１０１．４
１０１．０

１１５．６

１０２．４

１０１．８
１０８．０

１７９．２

１００．５

１１４．５

７３３．５

１５９．０

１３２．５

１０４．９
－

１４２．１

〔３，６８０〕

２，７６０
２，１９１

１００．０
７３．６
２６．４

２．８

２９．２

２６．３
２．９

０．３

０．３

２．９

０．１

０．５

２．５

１．２
△０．１
１．４

〔２１６，１３４〕

２１０，２４０
１５４，６７３

１００．０
７３．７
２６．３

３．２

２９．５

２６．４
３．１

０．４

０．３

３．２

０．８

０．８

３．２

１．２
０．１
１．９

〔２１９，８１４〕

２１３，０００
１５６，８６５

　　〔営　 業　 収　 益〕

�  売 上 高
�  売 上 原 価

５６８

９２０
２５９
６６０

５５，５６６

５，８９３
２，９８０
２，９１３

５６，１３５

６，８１３
３，２４０
３，５７３

  売 上 総 利 益

�  営 業 収 入
  不 動 産 賃 貸 収 入
  その他の営業収入

１，４８８

９９６
６１，４６０

５５，２８５
６２，９４９

５６，２８１
  営 業 総 利 益

�  販売費及び一般管理費
４９２

３８６
３０
３２３
３２
３

△　 　１
５

６，１７５

４８８
３６
１５
４３６
６４２
４６２
１７９

６，６６７

８７５
６６
３３９
４６９
６４５
４６０
１８５

  営 業 利 益

�  営 業 外 収 益
  受 取 利 息
  受 取 配 当 金
  そ の 他
�  営 業 外 費 用
  支 払 利 息
  そ の 他

８７５

１，４２２
△ 　１５０
１，５７６
１６

△　　３０
１１
５９５
１４７

△ 　 １８
１１０
２００
１５５

６，０２１

２２４
１５０
－
４３
３０
－

１，００８
５３８
１８
２７６
－
１７４

６，８９７

１，６４６
－

１，５７６
５９
－
１１

１，６０３
６８５
－
３８７
２００
３３０

  経 常 利 益

�  特 別 利 益
  固 定 資 産 売 却 益
  退職給付制度の変更に伴う利益
  賃 貸 契 約 解 約 金
 規定変更に伴う役員退職慰労引当金取崩額
  そ の 他
�  特 別 損 失
  固定資産売却損及び除却損
  投資有価証券評価損
  関係会社株式評価損
  債務保証損失引当金繰入額
  そ の 他

１，７０２

１２２
３６４

５，２３８

２，５０７
△　 １５８

６，９４０

２，６３０
２０５

  税引前当期純利益

  法人税、住民税及び事業税
  法 人 税 等 調 整 額

１，２１５

１，９９５
９７

△　 　２

２，８８８

３，９４６
－
４４２

４，１０４

５，９４１
９７
４３９

  当 期 純 利 益

  前 期 繰 越 利 益
  自己株式処分差損
  中 間 配 当 額

３，１１６６，３９２９，５０８  当 期 未 処 分 利 益

損 益 計 算 書
　

％　　 ％　 ％

（単位　百万円）



－ ２８ －

利 益 処 分 案

増 減 金 額
前 期当 期期　別　

　科　目 金　　　 額金　　　 額

３，１１６

９

３，１２５

　
　

８１

１０

７

７，０００

△ ３，９７４

６，３９２

７

６，４００

　
　

４３９

１株につき１０円

７

１０

－

５，９４１

９，５０８

１６

９，５２５

　
　

５２１

１株につき１２円

１８

１８

７，０００

１，９６７

当 期 未 処 分 利 益

特別償却準備金取崩額

合　　　　　　計

これを次のとおり
処分いたします。

利 益 配 当 金

取 締 役 賞 与 金

圧 縮 記 帳 積 立 金

別 途 積 立 金

次 期 繰 越 利 益

（単位　百万円）

  　

（注）１．特別償却準備金の取崩しおよび圧縮記帳積立金の積立ては、租税特別措置法の規定に
基づくものであります。

 　　２．平成１５年１１月１０日に４３９百万円（１株につき１０円）の中間配当を実施いたしました。



－ ２９ －

重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

（１） 満期保有目的の債券　　　　　　償却原価法

（２） 子会社株式及び関連会社株式　　移動平均法による原価法

（３） その他有価証券

　　　時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法

　　　　　　　　　　　　　　　 　 （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　　　時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　売価還元法に基づく原価法によっております。但し、物流センター在庫等は最終仕入原価法に基づ

く原価法によっております。

３．固定資産の減価償却の方法

（１）　有形固定資産

　定率法によっております。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。但し、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

については、定額法によっております。

（２）　無形固定資産及び長期前払費用

　定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。

４．引当金の計上基準

（１）　貸倒引当金

　売掛金、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

（２）　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当期末において発生していると認められる額を計上しております。

（３）　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく当期末要支給額を計上しております。

（４）　債務保証損失引当金

　債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態を勘案し、損失負担見込額を計上してお

ります。

５．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 



－ ３０ －

６．その他財務諸表作成のための重要な事項

（１）　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（２）　１株当たり当期純利益に関する会計基準等

　当期より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当

期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。なお、

当期において従来と同様の方法によった場合の「１株当たり当期純利益」は９３円５９銭、「１株当たり

純資産額」は１，３８２円９８銭であります。

追　加　情　報

退職給付会計

　当社は、確定拠出年金法の施行に伴い、平成１５年１２月に退職一時金制度の一部について確定拠出年

金制度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を

適用しております。また、当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分につ

いて、平成１６年２月１日に厚生労働大臣から過去分返上の認可を受けております。なお、当期におけ

る損益に与える影響額は、確定拠出年金制度への移行により２４２百万円の損失、代行部分の過去分返

上により１，８１９百万円の利益であり、相殺後の金額１，５７６百万円を特別利益として計上しております。



－ ３１ －

注　記　事　項

（貸借対照表関係）

前　　　期当　　　期項　　　　　　　　　　　目

５３，０７３５６，４０２１．  有 形 固 定 資 産 の 減 価 償 却 累 計 額

３，１７５２，７０１土 地

２．  担保に供されている資産 ２，５６６２，０２２建 物

１１１４定 期 預 金

１，０１０８４７３．  保 証 債 務

１，２７４，１７０１，７９９，４５８４．  自 己 株 式 の 数

－１５３

５．  配 当 制 限

  有 価 証 券 時 価 評 価 に よ る 増 加

百万円 百万円

株 株

（リース取引関係）

前　　　　　　　　　　　期当　　　　　　　　　　　期

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び期末残高相当額

  取得価額相当額
  減価償却累計額相当額
  期末残高相当額
２．未経過リース料期末残高相当額
  １ 年 内 １，８３１百万円
  １ 年 超 ３，７８４百万円
  　 合　 計　  ５，６１６百万円
３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払
利息相当額

  支 払 リ ー ス 料 ２，５２２百万円
  減価償却費相当額 ２，３２０百万円
  支払利息相当額 １４１百万円
４．減価償却費相当額の算定方法

左に同じであります。

５．利息相当額の算定方法
左に同じであります。

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び期末残高相当額

  取得価額相当額
  減価償却累計額相当額
  期末残高相当額
２．未経過リース料期末残高相当額
  １ 年 内 １，９３６百万円
  １ 年 超 ３，７３８百万円
  　 合　 計　  ５，６７４百万円
３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払
利息相当額

  支 払 リ ー ス 料 ２，１８０百万円
  減価償却費相当額 ２，０６９百万円
  支払利息相当額 １１９百万円
４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を
零とする定額法によっております。

５．利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額
相当額との差額を利息相当額とし、各期
への配分方法については、利息法によっ
ております。

合 計器具及び備品機械及び装置
１２，２９８百万円
 ６，６９１　　　

１１，３２１百万円
 ６，０８５　　　

　９７７百万円
　６０５　　　

 ５，６０７　　　 ５，２３５　　　　３７１　　　

（有価証券関係）

　当期及び前期における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

合 計器具及び備品機械及び装置
１２，８３３百万円
 ７，２８２　　　

１０，７２２百万円
 ５，６６０　　　

２，１１０百万円
１，６２１　　　

 ５，５５１　　　 ５，０６１　　　　４８９　　　

百万円 百万円



－ ３２ －

（税効果会計関係）

当　　　　　期　　（平成１６年２月２０日現在）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の
主な原因別の内訳
　　繰延税金資産　　　　　（単位　百万円）
　　　未払事業税否認
　　　賞与引当金損金算入限度超過額
　　　商品券益金算入
　　　関係会社株式評価損否認
　　　確定拠出年金移換金未払額
　　　退職給付引当金損金算入限度超過額
　　　役員退職慰労引当金否認
　　　その他
　　　　繰延税金資産合計
　　繰延税金負債
　　　固定資産圧縮積立金
　　　特別償却準備金
　　　その他有価証券評価差額金
　　　　繰延税金負債合計

　　繰延税金資産の純額

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人
税等の負担率の差異の原因となった項目別
の内訳　　　　　　　　　　　（単位　％）

　　法定実効税率
　　（調　整）
　　　交際費等永久に損金に算入されない項目
　　　受取配当金等永久に益金に算入されない項目
　　　住民税均等割等
　　　税額控除
　　　その他
　　　　税効果会計適用後の法人税等の負担率

３．「地方税法等の一部を改正する法律」
（平成１５年法律第９号）が平成１５年３月３１
日に公布されたことに伴い、当期の繰延税
金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、
平成１７年２月２１日以降解消が見込まれるも
のに限る。）に使用した法定実効税率は、前
期の４１．７％から４０．４％に変更されました。
その結果、当期の繰延税金資産（繰延税金
負債の金額を控除した金額）の金額が１２百
万円減少し、当期において計上された法人
税等調整額が１５百万円、その他有価証券評
価差額金が３百万円、それぞれ増加してお
ります。

前　　　　　期　　（平成１５年２月２０日現在）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の
主な原因別の内訳
　　繰延税金資産　　　　　（単位　百万円）
　　　未払事業税否認
　　　賞与引当金損金算入限度超過額
　　　商品券益金算入
　　　退職給付引当金損金算入限度超過額
　　　役員退職慰労引当金否認
　　　その他
　　　　繰延税金資産合計
　　繰延税金負債
　　　固定資産圧縮積立金
　　　特別償却準備金
　　　　繰延税金負債合計

　　繰延税金資産の純額

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人
税等の負担率の差異の原因となった項目別
の内訳　　　　　　　　　　　（単位　％）
　　法定実効税率
　　（調　整）
　　　交際費等永久に損金に算入されない項目
　　　受取配当金等永久に益金に算入されない項目
　　　住民税均等割等
　　　その他
　　　　税効果会計適用後の法人税等の負担率

１２６
２６０
２４３
１，４５０
１１２
２９５
２，４８９

８１５
１０９
９２４

１，５６４

４１．７

０．２
△　０．１
２．９
０．２
４４．９

１３０
３８３
２４２
２６８
４７０
３７６
９６
２６７
２，２３６

７８５
９２
１０４
９８１

１，２５４

４１．７

０．２
△　１．９
２．４

△　１．６
０．１
４０．９



－ ３３ －

役 員 の 異 動

１．代表者の異動

　　　　　該当事項はありません。

２．その他役員の異動

　　　（１）新任取締役候補

  取 締 役
　　　　　　　　　　　　　　　　　福　住　哲　也（現　開発本部長）
  開 発 本 部 長

　　　（２）新任監査役候補

  監 査 役 永　栄　靖　生（現　専務取締役）

　　　（３）退任予定取締役

  専 務 取 締 役 永　栄　靖　生（監査役に就任予定）

　　　（４）退任予定監査役

  監 査 役 橋　本　　　清

以　上

部 門 別 売 上 高
　

前期対比増減金額
前　　　　 期
自　平成１４年２月２１日（ ）至　平成１５年２月２０日

当　　　　 期
自　平成１５年２月２１日（ ）至　平成１６年２月２０日

期　別　

　科　目 構成比売　上　高構成比売　上　高

１０２．５

９６．５

９９．６

９９．２

９５．３

３，６１４

△　４８７

△　１２０

△　１４８

△　 ９７

６８．２

６．６

１５．２

９．０

１．０

１４３，４２６

１３，８４９

３２，０４８

１８，８１１

２，１０４

６９．０

６．３

１５．０

８．８

０．９

１４７，０４０

１３，３６２

３１，９２８

１８，６６２

２，００６

食 料 品

衣 料 品

住 居 関 連 用 品

テ ナ ン ト

そ の 他

１０１．３２，７６０１００．０２１０，２４０１００．０２１３，０００合 計

％　　 ％　 ％

（単位　百万円）


